
平成２２年度事業計画 

 

総括的概要 

我が国の経済は、海外需要の回復や経済対策の効果などにより､緩やかな回復

過程にあるものの、大幅な国内需要の不足によるデフレの深刻化、設備・雇用

の過剰感、円高の長期化、公共工事費の削減などもあって自律的回復には至っ

ていない。 

この危機的局面を克服して地域経済の活力を取り戻すためには、連合会・商

工会議所が早期の景気回復の実現に向け、地域経済の再生、中小企業の経営改

善・経営基盤強化等に取り組んでいく必要がある。 

このため、平成２２年度は「行政庁等への意見の具申や建議」、「地域力連携

強化事業の推進」、「観光産業の振興」、「活力ある地域づくりの推進」、「商工会

議所の運営・財政基盤の強化」を連合会の重点課題として、事業展開を図るこ

ととする。 

｢行政庁等への意見の具申や建議」については、中小企業対策の充実や高速道

路の早期整備に向けた要望活動などを官民一体となって、取り組んでいく。 

｢地域力連携強化事業の推進」については、平成２１年度から実施している建

設産業等地域力連携強化事業の円滑な推進のため連合会に設置された宮崎県地

域力連携推進本部を中心に、創業、経営革新、事業承継等の中小企業の経営課

題へのきめ細やかな支援強化に取り組んでいく。 

｢観光産業の振興」については、観光客誘致による中山間地域の維持・再生を

図るため、協賛企業の御協力により「ひむか神話街道神話像等モニュメント設

置事業」を引き続き実施するとともに、４回目となる「みやざき観光・文化検

定」について支援を行う。 

｢活力ある地域づくりの推進」については、まちづくり・観光・ものづくり等

の地域資源を生かした取り組みを進めるとともに、本県の特性である農林水産

資源を活かし、農商工連携の観点からの販路開拓等の事業推進を図る。 

｢商工会議所の運営・財政基盤の強化」については、県の厳しい財政事情によ

る補助金削減や大きく変動する経済社会に対応するため、連合会・会議所が、

組織・事業の在り方について協議し、地域総合経済団体にふさわしい態勢確立

に取り組むとともに、会議所職員の資質向上対策についても、積極的に実施し

ていくこととする。 


